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処分の種類

根拠法令条例
等・条項

処分の概要

処分基準
（未設定の場合
はその理由）

基準の制定根拠

未設定（法令等の規定において言い尽くされているため）

【参考】家畜改良増殖法
（種畜証明書の効力の取消又は停止）
第七条　農林水産大臣又は都道府県知事は、第三十五条の検査の結果、疾患にかかつ
ていると認めた種畜について、その疾患の程度により、それぞれその交付した種畜証明書
の効力を取り消し、又は停止することができる。
２　農林水産大臣又は都道府県知事は、前項の規定により種畜証明書の効力を停止した
場合において当該種畜の疾患がなおつたときは、すみやかにその停止を解除しなければ
ならない。
（立入検査等）
第三十五条　農林水産大臣又は都道府県知事は、家畜の改良増殖を促進するため必要
があると認めるときは、種畜検査委員又は地方種畜検査委員に畜舎、家畜人工授精所そ
の他家畜人工授精若しくは家畜受精卵移植を行う場所に立ち入らせ、関係者に質問さ
せ、家畜、施設の構造、設備、器具その他の物件若しくは種付台帳、家畜人工授精簿そ
の他必要な書類（これらの作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式
その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計
算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合にお
ける当該電磁的記録を含む。次条第一項において同じ。）を検査させ、又は検査に必要な
最少限度の分量に限り種畜の精液、家畜卵巣、家畜未受精卵若しくは家畜受精卵を収去
させることができる。
２　種畜検査委員又は地方種畜検査委員は、前項の規定による立入り、質問、検査又は
収去（以下「立入検査等」という。）をする場合には、その身分を示す証明書を携帯し、か
つ、関係者の要求があるときは、これを提示しなければならない。
３　第一項の規定による立入検査等は、犯罪捜査のため認められたものと解釈してはなら
ない。
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行政手続法・行政手続条例適用の不利益処分に係る処分基準

種畜証明書の効力の取消等

家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第７条第１項

疾患にかかっていると認めた種畜に対する、知事が交付した種畜証明書の効力の取消、
又は停止


